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研究成果の概要（和文）：組織間キャリア発達は組織をまたがることによって達成されるキャリ

ア発達を意味する。組織間キャリア発達は、雇用の流動化が進行している状況で、勤労者にと

って重要性を増してきている。本研究では、勤労者の組織間キャリア発達過程においてどのよ

うな要因が影響しているかを解明するため、従業員に対する質問票調査を実施した。主な結果

として、職務満足が転職意思を低下させる効果は、組織間キャリア効力が高いほど減退し、組

織のキャリア開発が組織間キャリア効力を高める関係は職務満足によって促進された。国際比

較調査の結果、以上の過程の類似性も一部明らかにされた。 

 
研究成果の概要（英文）：An inter-organizational career development implies a career 
development that an employee builds by moving from organization to organization. Greater 
employment fluidity further increases the importance of inter-organizational career 
development for workers.  In the present study, to clarify what factor influenced in 
workers’ inter-organizational career development process, questionnaire surveys of 
employees were executed. 

As main results, the higher inter-organizational career self-efficacy the more negative 
the relationship between job satisfaction and turnover intention and the higher job 
satisfaction the more positive the relationship between organizational career management 
and inter-organizational career self-efficacy. Moreover, a part of similarity of the 
above-mentioned process was clarified as a result of the international comparison 
investigation. 
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１．研究開始当初の背景 

転職や出向･転籍という形で組織間を移動

する勤労者が増加している。欧米では転職を

重ねることによってキャリア発達を遂げる
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例が多くみられるのに対して、わが国ではそ

うした例は少なくむしろ年収等が低下して

いくことが多いという。それでは、わが国で

は転職によってキャリアが｢発達する｣など

というのは一部の幸運な人だけに限られる

ことなのであろうか。しかし、そう言い切っ

てしまっては、今後増加していくだろう転職

等の移動に対して勤労者が展望をもてなく

なってしまうのではないだろうか。このこと

に対する疑問から本研究は出発している。し

かし転職といっても、所属組織、職種、職位

などがすべて変わるような転職もあれば、所

属組織のみの変更にとどまり、同様の職務に

従事する転職など、ケースによって大きな違

いがある。また、出向や転籍など、勤労者が

組織を移動する形態は転職のみにとどまら

ない。そこで、本研究ではこれまで組織内の

キャリア発達に比べ扱われることがほとん

どなかった、組織間のキャリア発達をとりあ

げる。これは、｢組織を移動することによっ

て、(自己のキャリア目標に関係した)経験や

技能を継続的に獲得していくプロセス｣と定

義される。組織間キャリア発達は先行のキャ

リア発達論や組織行動論等における多くの

概念と関連している。たとえば、最近のキャ

リア発達論のなかで注目されているバウン

ダリーレス･キャリア(境界のないキャリ

ア)(Arthur & Rousseau,1996)、個人が組織

間移動において求められる、前の組織で達成

した課題や獲得した態度を、場合によっては

白紙に戻し、移動先の組織が要求する課題の

達成や態度を修得するという組織再社会化

(Adkins,1995)である。さらに、役割自体か、

すでに担っている役割における方向性のど

ちらかを変更している期間(Louis,1980)等

と定義され、役割に注目したキャリアの状態

変化を示すキャリア･トランジション(キャ

リア上の移行･転機)や、労働市場価値を含ん

だ就業能力、即ち、労働市場における能力評

価、能力開発目標の基準となる実践的な就業

能力(厚生労働省,2001)と定義されるエンプ

ロイアビリティも組織間キャリア発達との

関係は深い。 

本研究では、転職を含むこれら勤労者の組

織間移動に伴う現象を大きく3つに分けて検

討する。 

第1が、転職によって本人がどのようなキ

ャリア発達を遂げるのかまた遂げないのか

という点の解明であり、転職による勤労者の

キャリア変化の問題を扱う。 

第2が、21世紀初頭の現代、転職未経験の

人も含め、どのような勤労者が転職に向かう

のであろうかという点である。 

第3が、転職に向かう過程またはそれをあ

きらめる過程で、人々はどのような意識をも

ちどのような行動をとるのであろうかとい

う点である。第2と第3は、組織内において転

職に至るまでの過程を扱うことであり、組織

間のキャリアを志向する程度を示す｢組織間

キャリア志向(転職意思)｣という概念によっ

て分析する。そして、第1と第2を結びつけた

モデルも提案している。 

以上の観点から、研究代表者は前研究(山

本寛,2005,2008；Hiroshi Yamamoto,2006)で

移動前のキャリア発達に影響する要因、移動

後の発達、発達による自信(組織間キャリア

効力)、組織間キャリア志向の間の関係を、

従業員に対する質問票調査によって分析し

た。その結果、以下の5点が明らかにされた。 

(1)客観的な影響要因が客観的な組織間キャ

リア発達に、主観的な影響要因が主観的な発

達に影響している傾向が明らかにされたと

ともに、発達自体かなり異なるものであるこ

とが示唆された。 

(2)転職経験者の組織間キャリア志向は、(昇

進等による)垂直的キャリア発達のみから影

響を受けていたのに対して、未経験者は(配

置転換による)水平的発達からの影響も受け

ていた。  

(3)キャリア発達がみられる(職務満足が高

い)ほど、組織間キャリア効力が高く、組織

間キャリア志向が低かった。 

(4)組織間キャリア効力が高いことは、キャ

リア発達が組織間キャリア志向を低下させ

る効果を抑制していた。 

(5)キャリアの自律性を重視している組織で

は、従業員の組織間キャリア志向が低いだけ

でなく、主観的な組織間キャリア発達を促進

することが示唆された。 

しかし、前研究の結果、以下のような研究

課題が残された。 

(1)すべて 1 時点(移動後)における横断的調

査によっているため、移動前の状況は本人の

回想法によらざるを得なかった。そのため、

必ずしも正確ではない可能性がある。 

(2)組織風土や上司のリーダーシップ等、組

織間キャリア発達の過程に影響する環境要

因を考慮していない。 

(3)多国間、多文化間における組織間キャリ

ア発達の差異や類似性について研究されて

いない。 

 

２．研究の目的 

本研究は仮説を設定しそれを質問票調査に

よって検証するという仮説検証型の研究で



ある。そして、先行研究や前研究 (山本

寛,2005,2008；Hiroshi Yamamoto,2006)の結

果に基づき以下の基本仮説を設定した。 

｢転職前の(組織間キャリア発達)要因に影響

された、転職後の(組織間キャリア)発達は、

組織間キャリア効力または専門性(の向上)

を経て、組織間キャリア志向(転職意思)に影

響する。以上の過程は、就業形態等の個人属

性および組織風土、組織のキャリア･マネジ

メント、管理者の適切なリーダーシップ等の

組織内の環境要因が影響するとともに、異文

化環境の影響を受ける｣ 

 
３．研究の方法 

仮説検証のための質問票調査を以下の8種

計10回実施した。 

第1に、日本とモンゴルの国際比較調査の

ため質問票調査を実施した。2009年10月に、

モンゴル現地企業3社、4事業部門合計238名

の正規従業員データを収集し、ほぼ同時期の

12月に日本の民間企業勤務の正規従業員220

名に対するインターネット調査を実施した。 

第2に、専門職における傾向を分析するた

め、看護師に対する質問票調査を実施した。

2009年12月から2010年1月にかけて、Y県内の

病院に勤務する2,124名の正看護師および所

属する46施設の管理者のデータを得た。 

第3に、中国の勤労者の状況を調査するた

め、2010年3月に、中国沿海部の代表的都市上

海、広州、天津、無錫在住の女性既婚勤労者

に対する質問票調査を実施し、398名のデー

タを得た。 

第4に、2009年調査(第1)の対象より専門性

意識の高い対象を調査するため、2010年10月、

日本看護協会のホームページに登録してい

る認定看護師に対する無作為抽出による調

査を実施し、478名のデータを得た。  

第5に、日本とイギリスの国際比較および

組織間キャリア発達の経年変化を測定する1

年目の調査として、2011年1月に、日本企業

の正規従業員433名、イギリス企業の正規従

業員300名に対するインターネット調査を実

施した。 

第6に、転職者に限定した組織間キャリア

発達の経年変化を測定する1年目の調査とし

て、2011年1月に、第5とは別の日本企業の正

規従業員402名に対するインターネット調査

を実施した。 

第7に、組織間キャリア発達の経年変化を

測定する2年目の縦断調査として、第5で回収

した日本企業正規従業員433名に対し2012年

1月に追跡調査を行い、308名のデータを得た。 

第8に、転職者に限定した組織間キャリア

発達の経年変化を測定する2年目の縦断調査

として、第6で回収した402名に対し2012年1

月に追跡調査を行い、285名のデータを得た。 

 

４．研究成果 

以上の実証分析に基づき、明らかにされた

研究成果の主なものは以下の5つである。 

第1に、(従業員のキャリア自律を重視する)

組織のキャリア開発とリテンション(転職意

思)との関係モデルにおけるキャリア発達(職

務満足)及び組織間キャリア発達による自信

(組織間キャリア効力)の影響を、日本、アメ

リカ、オーストラリア3か国の国際比較調査に

より分析した(山本,2009:〔雑誌論文〕⑤)。

その結果、従業員の職務満足が転職意思を低

下させる効果は、組織間キャリア効力が高い

ほど減退することおよび組織のキャリア開発

が組織間キャリア効力を高める関係は職務満

足によって促進されることが3ヵ国共通にみ

られた。以上から、組織が従業員のキャリア

発達のため教育訓練を充実させるとそれによ

って組織間キャリア効力が高まり、転職が促

進される可能性があるという｢キャリア発達

と自信のパラドックス｣現象がグローバルに

みられる可能性が指摘された。 

第2に、わが国組織との国際比較のため、モ

ンゴル企業における(コミットメントモデル

に基づく)人的資源管理の知覚とリテンショ

ン(転職意思低下)との関係に及ぼすキャリア

発達(職務満足)の影響を分析した(山本･山

崎,2010:〔学会発表〕⑤)。 

その結果、全体として人的資源管理知覚が

職務満足を経てリテンションを促進するモデ

ルの妥当性の高さが示された。しかし次元に

より人的資源管理の影響が異なっていた。具

体的には高報酬と教育訓練の充実の知覚は、

職務満足の促進を通して初めてリテンション

効果がみられた。業績による評価･報酬の知覚

は職務満足に影響せずリテンションに直接影

響していた。情報共有の知覚は両方に影響し

ていなかった。 

以上から、職務満足の促進要因とリテンシ

ョンの促進要因は異なり、人的資源管理→キ

ャリア発達→リテンションという図式は明確

にされなかった。人的資源管理からみて｢より

遠い｣リテンションという目標に至るまでに

は、他のキャリア発達要因、リーダーシップ

や組織風土等多様な仲介要因を検討する必要

が指摘された。わが国組織との比較では、教

育訓練充実の影響等で類似性がみられた。 

第3に、(キャリア自律を重視する)組織のキ

ャリア開発の知覚と専門職(看護職)のキャリ

ア発達(内容プラトー化がみられないこと)と



の関係に及ぼす組織間キャリア効力及び(自

己の)専門性に対するコミットメントの影響

を検討した(山本･松下･田中･吉田･杉本･雨

宮,2011: 〔学会発表〕③)。 

その結果、組織間キャリア効力及び専門性

コミットメントはともに内容プラトー化にマ

イナスの影響を与えているとともに、キャリ

ア開発が内容プラトー化を抑制する効果は、

専門性コミットメントが高いほど、促進され

た。比較的転職市場が整備され、組織横断的

な専門性が確立されている看護職のような専

門職であっても、組織間キャリア発達に関係

する組織間キャリア効力が組織内でのキャリ

ア発達を促進するとともに、専門性コミット

メントの高さが組織のキャリア開発の効果を

高めることが明らかにされた。 

第 4 に、従業員の(コミットメントモデル

に基づく)人的資源管理の知覚とリテンショ

ンとの関係に及ぼす組織間キャリア効力及

び専門性コミットメントの影響を分析した

(山本,2011: 〔雑誌論文〕①)。 

その結果、人的資源管理の知覚は、リテン

ションを促進し、組織間キャリア効力の高さ

はリテンションにマイナスに働いていた。ま

た人的資源管理知覚のリテンションの向上

効果を専門性コミットメントが促進してい

ることがほぼ明らかにされた。しかし、専門

性コミットメントのリテンションへの直接

のプラス効果及び人的資源管理知覚とリテ

ンションとの関係に及ぼす組織間キャリア

効力の影響はみられなかった。以上から、勤

労者の組織間キャリア発達過程において組

織間キャリア効力及び専門性コミットメン

トを重要な促進要因としてとらえていくこ

とが示された。 

第 5に、雇用不安と従業員の職務態度、意

思･行動との関係に及ぼす組織間キャリア効

力の類似概念である(外的)エンプロイアビ

リティの知覚の影響を分析した。特に先行研

究で分析されてこなかった長期的なキャリ

アに対する意識であるキャリア満足とキャ

リア展望を職務態度として取り上げた。 

その結果、雇用不安の高さは職務態度(職

務満足、組織コミットメント、キャリア満足、

キャリア展望)の低さに寄与し、意思･行動

(転職意思)を促進していた。またエンプロイ

アビリティの知覚は組織コミットメントを

除く職務態度の低さと転職意思の高さに寄

与していた。さらに、雇用不安と組織コミッ

トメント、キャリア満足、キャリア展望との

ネガティブな関係はエンプロイアビリティ

知覚が高いほど弱くなった。以上、エンプロ

イアビリティ知覚による長期的なキャリア

意識の促進効果が明らかにされたため、エン

プロイアビリティが今後の組織間キャリア

発達過程の分析において欠かすことのでき

ない変数であることが示された。 

以上の分析から、基本仮説は特に、｢組織

のキャリア・マネジメント｣が組織間キャリ

ア発達過程において重要な役割を示してい

るという点を中心に支持されたと考えられ

る。また、｢異文化環境の影響を受ける｣とい

う点は、日米豪比較調査ではモデル全体の類

似性が、またモンゴルとの比較では、教育訓

練充実のキャリア発達への効果を中心に国

の間の類似性が明らかにされた。しかしこの

点はより多くの文化的背景の異なる国々と

の国際比較調査を今後も行う必要があろう。 
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